
外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の充実について【主な施策】

○外国人の雇用促進等を効率的に支援するため、入管庁、法テラス、人権擁護機関、ハロー
ワーク、査証相談窓口、JETRO等の関係部門を集約させた「外国人共生センター（仮称）」
の設置（新規）

○地方公共団体の一元的相談窓口に係る交付金の交付対象の見直しの検討、多文化共生社会の
実現に資する日本人からの相談への対応の検討

○国と地方公共団体との懸け橋となる受入環境調整担当官の体制整備
○生活・就労ガイドブック、災害情報の14か国語対応の推進、「やさしい日本語」の活用
○医療費不払等の経歴のある外国人の再入国拒否等により、医療機関の未収金の発生を抑制
○感染症の蔓延防止のため、結核の入国前スクリーニングの適切な実施
○運転免許試験、外国の運転免許から日本の運転免許への切替手続に係る多言語化の要請
○金融機関における外国人の口座開設円滑化のための環境整備（パンフレット作成等）、帰国
時の口座解約の要請、口座売買等によって上陸拒否や国外退去となり得る旨の周知（新規）

○地域における日本語教育環境を強化するための総合的な体制整備、ＩＣＴを活用した日本語
学習教材の開発

○保育所等における外国人児童に対する適切な支援の要請
○全国調査による外国人の子供の就学状況の把握（新規）、地方公共団体と連携した就学促進
○外国人労働者向け安全衛生教育教材の多言語化（14か国語）等による安全衛生教育の推進

外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進
（特定技能外国人の大都市圏等への集中防止策等）

○就労を希望する外国人材と地域の企業とのマッチング支援（建設分野の特定技能試験実施法人
における求人求職のあっせん等の実施（新規）、介護分野におけるマッチングを行う地方公共
団体への財政支援、地方公共団体とハローワークの連携による中小企業の受入支援（新規））

○在留資格変更手続等における優遇措置の検討（新規）
○地方創生推進交付金の活用促進のため、効果的に外国人を地域に定着させるための調査を実施、
外国人受入施策に係る先導的事業を地方公共団体に周知して「横展開」

○住宅紹介等を行う地方の居住支援法人や家賃補助等を行う地方公共団体等の取組に対する地方
財政措置を含めた充実した財政支援

共生社会実現のための受入れ環境整備

留学生の在籍管理の徹底・技能実習制度の更なる適正化

○留学生の在籍管理が不適正な大学等について、留学生の受入れを認めない等の在留資格審査
の厳格化、私学助成の減額等（新規）

○専ら日本語教育を行う大学の留学生別科について、日本語教育機関と同様の基準を作成し、
基準不適合の大学への留学生の受入れを認めない仕組みの構築（新規）

○外国人技能実習機構の実地検査等のための能力の強化
○技能実習生の失踪等を防止するため、報酬支払の口座振込みの義務付け等により、賃金に関
する不正行為等の発生を抑止（新規）

留学生等の国内就職等の促進
○日本の大学を卒業した留学生の就職機会の拡大のための特定活動告示改正の周知促進
○留学生の多様性に応じた採用プロセス及び採用後の待遇の多様化を推進するためのベストプ
ラクティスの構築・横展開

○インターンシップの適正な利用促進のためのガイドラインの策定及び当該制度の周知
○調理又は製菓の専門学校を卒業した留学生が就職できる業務の幅の拡充

（新規）

（新規）
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